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25年度 26年度 27年度 1,728,918 1,728,918

1 総
収集・運搬業
務

家庭等から排出
されるごみを収
集・運搬し、衛
生的で快適な生
活環境を確保す
る。

市民

定
例
定
型

計画的な収集・
運搬日数
(燃やせるごみの
年間収集量)

２５８日
(39,900㌧)

２５８日
(39,321㌧)

２５８日
(38,817㌧)

91,880

業
務
計
画

２５８日
(41,993
㌧)

Ａ

ごみ集積場所の増加な
ど、収集業務増に適切に
対応するため、収集ルー
トの見直しを図り、安全
かつ効率的に収集・運搬
し、衛生的で快適な生活
環境を確保した。年間収
集量については２５年度
実績と比較し微減だっ
た。（目標値は一般廃棄
物処理基本計画により設
定）

1
収集・運搬業
務

ごみ(燃やせる
ごみ・燃やせな
いごみ等)の収
集・運搬

燃やせるごみ
の年間収集量

39.990㌧ 41,993㌧ 22,443

業
務
計
画

1
収集・運搬業
務

自治会等で実施
する清掃ごみの
収集・運搬

収集・運搬の
件数

年６０件 年１３３件

業
務
計
画

1
収集・運搬業
務

市主催事業及び
後援事業等で排
出されるごみの
収集・運搬

収集・運搬の
件数

年２０件 年２０件 15,165

業
務
計
画

1
収集・運搬業
務

事業系一般廃棄
物多量排出事業
者の調査

調査実施の回
数

年１０回 年１０回

業
務
計
画

1
収集・運搬業
務

大型ごみ等の電
話受付の開設

電話受付の開
設日数

年２５８日

年１３１日
(１０月よ
り民間委
託)

3,053

業
務
計
画

1
収集・運搬業
務

大型ごみ。特定
大型ごみ、特定
粗大ごみの収
集・運搬

年間収集点数 42.000点 39,865点 51,219

業
務
計
画

1
収集・運搬業
務

ごみ・資源物集
積場所の申請事
務

特定開発事業
区域内の新設
集積場所の調
査件数

年５０か所 年６４か所

業
務
計
画

課かい名

施策目標

環境事業センター

ごみや資源物を効率的に収集・処理する

基礎情報 平成２６年度評価

事務事業

26年度
の取組
に対す
る評価

活動

活動指標の
名称

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に
対する取組の状況と

成果の分析

実績

業
務
計
画

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

名称

目標値
(第2次実施計画)

活動量・サービス量

実績値目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動
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1 総
収集・運搬業
務

1
収集・運搬業
務

1
収集・運搬業
務

1
収集・運搬業
務

1
収集・運搬業
務

1
収集・運搬業
務

1
収集・運搬業
務

1
収集・運搬業
務

基礎情報

事務事業

事務事業名
(第2次実施計画)

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

1,712,367 1,712,367

49.88 109,384

業
務
計
画

あり 可

大型ごみの収
集・運搬業務
（委託）の広域
化により、経済
性・効率性の向
上を図る。

未 高 高 高 現状維持
維
持

ごみ(燃やせる
ごみ・燃やせな
いごみ等)の収
集・運搬

燃やせるごみ
の年間収集量

38,817㌧ 25,203

業
務
計
画

あり
①事業実施主
体の最適化

２７年度

大型ごみに係
る収集・運搬
の民間活用実
施時期

26

高齢化社会に対
応可能な収集体
制の確立及び民
間活用による人
件費抑制、業務
の継続性を確保
する。

維
持

自治会等で実施
する清掃ごみの
収集・運搬

収集・運搬の
件数

年６０件

業
務
計
画

予
算
な
し

市主催事業及び
後援事業等で排
出されるごみの
収集・運搬

収集・運搬の
件数

年２０件 28,637

業
務
計
画

予
算
な
し

事業系一般廃棄
物多量排出事業
者の調査

調査実施の回
数

年１０回

業
務
計
画

予
算
な
し

大型ごみ等の電
話受付の開設

電話受付の開
設日数

年２５８日 3,044

業
務
計
画

維
持

大型ごみ。特定
大型ごみ、特定
粗大ごみの収
集・運搬

年間収集点数 42.000点 52,500

業
務
計
画

維
持

ごみ・資源物集
積場所の申請事
務

特定開発事業
区域内の新設
集積場所の調
査件数

年５０か所

業
務
計
画

予
算
な
し

環境事業センター

平成２７年度計画 広域連携に関する取組

従事者数
活動ごとの
予算額

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量 業
務
計
画

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

②
ニ
ー
ズ

①
目
的
達
成

広域
連携
の
実施

必要性

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

③
成
果

広域連携の
具体的な内

容

予
算
の
方
向
性
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25年度 26年度 27年度 1,728,918 1,728,918

課かい名

施策目標

環境事業センター

ごみや資源物を効率的に収集・処理する

基礎情報 平成２６年度評価

事務事業

26年度
の取組
に対す
る評価

活動

活動指標の
名称

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に
対する取組の状況と

成果の分析

実績

業
務
計
画

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

名称

目標値
(第2次実施計画)

活動量・サービス量

実績値目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

1
収集・運搬業
務

1
収集・運搬業
務

2 総
安心まごころ
収集の実施

高齢者世帯等の
日常生活の負担
を軽減し、在宅
生活の継続支援
を図る。

市民

定
例
定
型

利用世帯数

（収集申請者に
対する決定通知
者の割合）

４００世帯 ４３０世帯

４６０世帯

（８０％）

418 353世帯 Ａ

利用者世帯数の目標件数
は減っているが、年間を
通しての中止件数(死
亡・施設入所等)が増え
ていることが原因と考え
られる。ただし、目標値
の８０％以上は達成して
おり、すでに成果が出て
いる。

2
安心まごころ
収集の実施

ごみ、資源物の
戸別収集・運搬

燃やせるごみ
の年間収集量

９０㌧ 123.7㌧ 418

2
安心まごころ
収集の実施

利用者の安否確
認

利用者世帯数 ４００世帯 ３５３世帯

2
安心まごころ
収集の実施

3 総
資源物の収
集・運搬業務

一般廃棄物の減
量及び再生資源
の充分な再生等
を通じ、廃棄物
の適正な処理及
び有効な利用の
確保を図る。

市民

定
例
定
型

計画的な収集・
運搬日数

(資源物の年間収
集量)

２５８日

(17,729㌧)

２５８日

(18,443㌧)

２５８日

(19,234㌧)
468,862

258日
100%
(14,277
㌧)

Ａ

収集業務増に適切に対応
するため、効率的な収
集・運搬を行うととも
に、ごみの減量化、資源
化の促進に努めた。ま
た、かん・ペットボトル
回収のため古くなった
ネットを買い替えた。

3
資源物の収
集・運搬業務

資源物の収集・
運搬の業務委託

資源物の委託
項目数

　９項目 ９項目 468,862
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基礎情報

事務事業

事務事業名
(第2次実施計画)

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

1
収集・運搬業
務

1
収集・運搬業
務

2 総
安心まごころ
収集の実施

2
安心まごころ
収集の実施

2
安心まごころ
収集の実施

2
安心まごころ
収集の実施

3 総
資源物の収
集・運搬業務

3
資源物の収
集・運搬業務

1,712,367 1,712,367

環境事業センター

平成２７年度計画 広域連携に関する取組

従事者数
活動ごとの
予算額

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量 業
務
計
画

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

②
ニ
ー
ズ

①
目
的
達
成

広域
連携
の
実施

必要性

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

③
成
果

広域連携の
具体的な内

容

予
算
の
方
向
性

使用済み小型家
電拠点収集

拠点収集箇所 ２５か所

予
算
な
し

２９年度からの
公共施設収集運
搬業務民営化

協議件数 ３回

予
算
な
し

9.86 634 あり 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

ごみ、資源物の
戸別収集・運搬

燃やせるごみ
の年間収集量

９５㌧ 634 あり
⑥市役所の変
革

４６０世帯
安心まごころ
収集制度利用
世帯数

27

収集日に利用者
が排出しやすい
よう、専用のカ
レンダーを作成
し在宅生活を継
続するため支援
する。

維
持

ごみ、資源物の
戸別収集・運搬
時における利用
者の安否確認

利用世帯数 ２９０世帯

予
算
な
し

ごみ、資源物の
戸別収集・運搬
時における利用
者の安否確認

収集申請者に
対する決定通
知者の割合

８０％

予
算
な
し

0.27 464,870 なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

資源物の収集・
運搬の業務委託

資源物の委託
項目数

　９項目 464,870
維
持
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25年度 26年度 27年度 1,728,918 1,728,918

課かい名

施策目標

環境事業センター

ごみや資源物を効率的に収集・処理する

基礎情報 平成２６年度評価

事務事業

26年度
の取組
に対す
る評価

活動

活動指標の
名称

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に
対する取組の状況と

成果の分析

実績

業
務
計
画

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

名称

目標値
(第2次実施計画)

活動量・サービス量

実績値目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

3
資源物の収
集・運搬業務

委託事業者への
指導監督

ヒアリングの
実施回数

年６回 年１２回

3
資源物の収
集・運搬業務

3
資源物の収
集・運搬業務

4 総
不適正排出者
に対する啓発
業務

資源循環型社会
を構築するた
め、排出者の意
識高揚を図り、
ごみの減量化・
資源化を推進し
ます。

市民

定
例
定
型

①啓発シール使
用枚数
②分け方・出し
方発行部数
③収集カレン
ダー発行部数

（収集・運搬過
程における排出
指導（啓発シー
ル貼付日数））

①20,000枚
②122,500部
③156,000部

①20,000枚
②122,500部
③156,000部

①20,000枚
②122,500部
③156,000部
（年２５８
日）

2,991

業
務
計
画

①20,000
枚
②

122,500
部
③

156,000
部

Ａ

「ごみの分け方・出し
方」及び「収集カレン
ダー」の市内全戸配布に
よる適性排出の周知・啓
発及び収集・運搬過程に
おける啓発指導等を実施
し、適正排出の徹底を図
り、ごみの減量化・資源
化に努めた。

4
不適正排出者
に対する啓発
業務

収集・運搬過程
における排出指
導（啓発シール
添付日数）

啓発活動の
日数

年２５８日 年２５８日 100

業
務
計
画

4
不適正排出者
に対する啓発
業務

「ごみと資源物
の分け方・出し
方」の作成及び
市内全世帯への
配布

作成及び配布
の時期

３月 ３月 2,845

業
務
計
画

4
不適正排出者
に対する啓発
業務

ごみと資源物の
収集カレンダー
の作成及び市内
全戸への配布

作成及び配布
の時期

３月 ３月 46

業
務
計
画



業務棚卸評価シート

（右側）
6/32

基礎情報

事務事業

事務事業名
(第2次実施計画)

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

3
資源物の収
集・運搬業務

3
資源物の収
集・運搬業務

3
資源物の収
集・運搬業務

4 総
不適正排出者
に対する啓発
業務

4
不適正排出者
に対する啓発
業務

4
不適正排出者
に対する啓発
業務

4
不適正排出者
に対する啓発
業務

1,712,367 1,712,367

環境事業センター

平成２７年度計画 広域連携に関する取組

従事者数
活動ごとの
予算額

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量 業
務
計
画

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

②
ニ
ー
ズ

①
目
的
達
成

広域
連携
の
実施

必要性

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

③
成
果

広域連携の
具体的な内

容

予
算
の
方
向
性

委託事業者への
指導監督

ヒアリングの
実施回数

年１２回

予
算
な
し

資源物の収集
計画的な収
集・運搬日数

２５８日

予
算
な
し

資源物の収集
資源物の年間
収集量

19,234ｔ

予
算
な
し

37.67 5,611

業
務
計
画

あり 可

「ごみと資源物
の分け方・出し
方」の共同発行
により、事業の
経済性・効率性
の向上を図る。

未 高 高 高 現状維持
維
持

収集・運搬過程
における排出指
導

啓発活動の
日数

年２５８日 1,037

業
務
計
画

維
持

「ごみと資源物
の分け方・出し
方」の作成及び
市内全世帯への
配布

作成及び配布
の時期

３月 4,520

業
務
計
画

あり
④選択と集中
の徹底・自主
財源の確保

２００千円

ごみと資源物
の分け出し・
出し方の年間
広告掲載料

26

広告掲載の募集
を継続的に行
い、「ごみと資
源物の分け方・
出し方」の製作
経費に補填す
る。

維
持

ごみと資源物の
収集カレンダー
の作成及び市内
全戸への配布

作成及び配布
の時期

３月 54

業
務
計
画

維
持
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25年度 26年度 27年度 1,728,918 1,728,918

課かい名

施策目標

環境事業センター

ごみや資源物を効率的に収集・処理する

基礎情報 平成２６年度評価

事務事業

26年度
の取組
に対す
る評価

活動

活動指標の
名称

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に
対する取組の状況と

成果の分析

実績

業
務
計
画

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

名称

目標値
(第2次実施計画)

活動量・サービス量

実績値目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

4
不適正排出者
に対する啓発
業務

4
不適正排出者
に対する啓発
業務

5 総
環境指導員制
度の推進事業

環境指導員を中
心に、市民との
協力により、資
源循環型社会の
構築及び地域の
快適な環境づく
りを推進する。

市民

定
例
定
型

環境指導員委嘱
人数

（環境指導員に
よる排出指導・
活動記録の報告
件数）

３３０人 ３３０人

３３０人

（1,300件）

9,384

目標値の
90％を達
成してい
る

Ａ

環境指導員と研修会や地
区会議、施設見学会、活
動記録の提出を通じ情報
共有を行い、構築及び地
域の快適な環境づくりを
推進した。

5
環境指導員制
度の推進事業

環境指導員の委
嘱

委嘱の時期 ４月 ４月 9,384

5
環境指導員制
度の推進事業

環境指導員会議
及び研修会の開
催

会議等の開催
回数

年５回 年５回

5
環境指導員制
度の推進事業

環境指導員によ
る資源物持ち去
りパトロールの
実施

ﾊﾟﾄﾛｰﾙの回数 年１回 年１回

5
環境指導員制
度の推進事業

環境指導員によ
る排出指導

活動記録の報
告件数

1,300件 1,149件

6 総
不法投棄防止
事業

不法投棄の未然
防止及び迅速な
撤去を行うこと
で、地域の生活
環境の保全と公
衆衛生の向上を
図る。

市民

定
例
定
型

不法投棄件数

（監視パトロー
ルの日数）

前年比
1０件減

前年比
1０件減

前年比
1０件減

（昼２５８日
　夜　９０
日）

2,964

業
務
計
画

目標値の
100％を
達成して
いる

Ａ

不法投棄物の早期発見及
び関係各機関と連携した
迅速な対応・情報共有に
より、地域生活環境の保
全、公衆衛生の向上、不
法投棄の未然防止に寄与
した。不法投棄件数も２
５年度３８３件から２６
年度３１４件に減少し
た。



業務棚卸評価シート

（右側）
8/32

基礎情報

事務事業

事務事業名
(第2次実施計画)

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

4
不適正排出者
に対する啓発
業務

4
不適正排出者
に対する啓発
業務

5 総
環境指導員制
度の推進事業

5
環境指導員制
度の推進事業

5
環境指導員制
度の推進事業

5
環境指導員制
度の推進事業

5
環境指導員制
度の推進事業

6 総
不法投棄防止
事業

1,712,367 1,712,367

環境事業センター

平成２７年度計画 広域連携に関する取組

従事者数
活動ごとの
予算額

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量 業
務
計
画

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

②
ニ
ー
ズ

①
目
的
達
成

広域
連携
の
実施

必要性

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

③
成
果

広域連携の
具体的な内

容

予
算
の
方
向
性

不適正排出者に
対する排出指導

排出指導班の
活動件数

年４０件

業
務
計
画

予
算
な
し

①啓発シール使
用枚数
②分け方・出し
方発行部数
③収集カレン
ダー発行部数

①啓発シール
使用枚数
②分け方・出
し方発行部数
③収集カレン
ダー発行部数

①20,000枚
②122,500
部
③156,000
部

1.51 9,927 なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

環境指導員の委
嘱

委嘱の時期 ４月 9,927
維
持

環境指導員会議
及び研修会の開
催

会議等の開催
回数

年４回

予
算
な
し

環境指導員によ
る資源物持ち去
りパトロールの
実施

ﾊﾟﾄﾛｰﾙの回数 年１回

予
算
な
し

環境指導員によ
る排出指導

活動記録の報
告件数

1,300件

予
算
な
し

4.6 2,943

業
務
計
画

なし 不可 未 中 高 高 現状維持
維
持



業務棚卸評価シート

（左側）
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25年度 26年度 27年度 1,728,918 1,728,918

課かい名

施策目標

環境事業センター

ごみや資源物を効率的に収集・処理する

基礎情報 平成２６年度評価

事務事業

26年度
の取組
に対す
る評価

活動

活動指標の
名称

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に
対する取組の状況と

成果の分析

実績

業
務
計
画

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

名称

目標値
(第2次実施計画)

活動量・サービス量

実績値目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

6
不法投棄防止
事業

昼間監視パト
ロール（職員に
よる実施）

パトロールの
日数

年２５８日 年２５８日 724

業
務
計
画

6
不法投棄防止
事業

夜間監視パト
ロールの業務委
託

パトロールの
日数

年９０日 年９０日 1,942

業
務
計
画

6
不法投棄防止
事業

啓発看板の作成
及び設置

看板の作成枚
数

５０枚 ６０枚 298

業
務
計
画

6
不法投棄防止
事業

不法投棄防止対
策連絡会の開催

連絡会の開催 年１回 年１回

業
務
計
画

6
不法投棄防止
事業

県市合同による
不法投棄監視指
導一斉取締りの
実施

一斉取締まり
回数

年４回 年４回

業
務
計
画

7 総
動物死体の収
集運搬処理事
業

動物愛護の観点
から、動物死体
を迅速かつ適正
に処理し生活環
境の保全及び公
衆衛生の向上を
図る。

市民

定
例
定
型

動物死体処理件
数
（収集・運搬及
び処理･処分の対
応可能日数）

年１,０００件 年１,０００件
年１,０００件
（３６５日）

5,987

業
務
計
画

年９２７
件 Ａ

自宅で飼っているペット
や路上等で死亡した野良
猫等の動物死体を迅速に
回収し、動物愛護の観点
から適正に処理し、生活
環境の保全、公衆衛生の
向上を図った。

7
動物死体の収
集運搬処理事
業

動物死体の収集
運搬及び処理・
処分の業務委託

収集・運搬及
び処理･処分の
対応可能日数

年３６４日 年３６４日  5,987

業
務
計
画

7
動物死体の収
集運搬処理事
業

委託事業者によ
る動物死体の処
理・処分の報告
書の確認及び手
数料徴収対象者
に対する賦課・
徴収

委託事業者と
のヒアリング

毎月１回 毎月１回

業
務
計
画



業務棚卸評価シート

（右側）
10/32

基礎情報

事務事業

事務事業名
(第2次実施計画)

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

6
不法投棄防止
事業

6
不法投棄防止
事業

6
不法投棄防止
事業

6
不法投棄防止
事業

6
不法投棄防止
事業

7 総
動物死体の収
集運搬処理事
業

7
動物死体の収
集運搬処理事
業

7
動物死体の収
集運搬処理事
業

1,712,367 1,712,367

環境事業センター

平成２７年度計画 広域連携に関する取組

従事者数
活動ごとの
予算額

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量 業
務
計
画

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

②
ニ
ー
ズ

①
目
的
達
成

広域
連携
の
実施

必要性

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

③
成
果

広域連携の
具体的な内

容

予
算
の
方
向
性

昼間監視パト
ロール（職員に
よる実施）

パトロールの
日数

年２５８日 600

業
務
計
画

維
持

夜間監視パト
ロールの業務委
託

パトロールの
日数

年９０日 2,100

業
務
計
画

維
持

啓発看板の作成
及び設置

看板の作成枚
数

５０枚 243

業
務
計
画

維
持

不法投棄防止対
策連絡会の開催

連絡会の開催 年１回

業
務
計
画

予
算
な
し

県市合同による
不法投棄監視指
導一斉取締りの
実施

一斉取締まり
回数

年４回

業
務
計
画

予
算
な
し

0.68 7,096

業
務
計
画

あり 不可 未 中 高 高 現状維持
維
持

動物死体の収集
運搬及び処理・
処分の業務委託

収集・運搬及
び処理･処分の
対応可能日数

年３６５日  7,096

業
務
計
画

あり
⑤受益者負担
の適正化

28年度
新手数料の導
入時期 27

飼育動物処理の
受益者負担の適
正化及び事業自
主財源の確保に
向け、手数料の
見直しを図る。

維
持

委託事業者によ
る動物死体の処
理・処分の報告
書の確認

委託事業者と
のヒアリング

毎月１回

業
務
計
画

予
算
な
し



業務棚卸評価シート

（左側）
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25年度 26年度 27年度 1,728,918 1,728,918

課かい名

施策目標

環境事業センター

ごみや資源物を効率的に収集・処理する

基礎情報 平成２６年度評価

事務事業

26年度
の取組
に対す
る評価

活動

活動指標の
名称

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に
対する取組の状況と

成果の分析

実績

業
務
計
画

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

名称

目標値
(第2次実施計画)

活動量・サービス量

実績値目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

7
動物死体の収
集運搬処理事
業

飼育動物の処理
に係る手数料の
見直しの検討

検討会議の開
催

年１０回 年５回

業
務
計
画

8 総
収集車輌の整
備・点検事業

車両事故の未然
防止及びごみの
収集業務に支障
が出ないよう、
車両を適切に維
持管理する。

職員

定
例
定
型

年間欠車台数 ０台 ０台 ０台 16,098

目標値の
100％を
達成して
いる

Ａ

日常点検、法定点検、架
装部年次点検及び修繕を
適切に実施し、収集業務
に支障のないよう維持管
理を行った。その結果稼
働できなかった車は０件
だった。

8
収集車輌の整
備・点検事業

車両の法令点検
及び整備

車検対象車両
の台数

５２台 ５２台 16,098

8
収集車輌の整
備・点検事業

職員による車両
の点検・整備

点検・整備の
実施日数

年258日 年258日

8
収集車輌の整
備・点検事業

車両の修繕計画
の作成

計画作成の時
期

４月 ４月

8
収集車輌の整
備・点検事業

車両の法に基づ
く排ガス規制装
置診断

対象車両の台
数台数

３０台 ３０台

9 総
収集車輌購入
事業

老朽化した車両
の突発的な故障
等の未然防止及
び故障等による
収集業務への支
障が出ないよう
車両の更新を行
う。

職員
政
策
車両更新台数 ２台 ２台 ２台 16,400

目標値の
100％を
達成して
いる

Ａ

架装部の補強を施し、耐
用年数の延長を図った邸
公害車を導入し、収集業
務にも支障をきたすこと
なく老朽化した車輌と年
間で２台買い替えた。

9
収集車輌購入
事業

老朽化車両の更
新

車両の更新台
数

２台 ２台 16,400



業務棚卸評価シート

（右側）
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基礎情報

事務事業

事務事業名
(第2次実施計画)

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

7
動物死体の収
集運搬処理事
業

8 総
収集車輌の整
備・点検事業

8
収集車輌の整
備・点検事業

8
収集車輌の整
備・点検事業

8
収集車輌の整
備・点検事業

8
収集車輌の整
備・点検事業

9 総
収集車輌購入
事業

9
収集車輌購入
事業

1,712,367 1,712,367

環境事業センター

平成２７年度計画 広域連携に関する取組

従事者数
活動ごとの
予算額

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量 業
務
計
画

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

②
ニ
ー
ズ

①
目
的
達
成

広域
連携
の
実施

必要性

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

③
成
果

広域連携の
具体的な内

容

予
算
の
方
向
性

飼育動物の処理
に係る手数料の
見直しの検討

検討会議の開
催

年１０回

業
務
計
画

予
算
な
し

0.3 16,433 なし 不可 未 高 高 中 拡大
増
や
す

車両の法令点検
及び整備

車検対象車両
の台数

５２台 16,383
増
や
す

職員による車両
の点検・整備

点検・整備の
実施日数

年258日 50
維
持

車両の修繕計画
の作成

計画作成の時
期

４月

予
算
な
し

車両の法に基づ
く排ガス規制装
置診断

対象車両の台
数

２５台
維
持

0.15 15,019 なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

老朽化車両の更
新

車両の更新台
数

２台 15,019
維
持



業務棚卸評価シート

（左側）
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25年度 26年度 27年度 1,728,918 1,728,918

課かい名

施策目標

環境事業センター

ごみや資源物を効率的に収集・処理する

基礎情報 平成２６年度評価

事務事業

26年度
の取組
に対す
る評価

活動

活動指標の
名称

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に
対する取組の状況と

成果の分析

実績

業
務
計
画

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

名称

目標値
(第2次実施計画)

活動量・サービス量

実績値目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

10 総
職員の労働安
全管理事務

職場における職
員の安全と健康
を確保し、快適
な作業環境の形
成を促進する。

職員

定
例
定
型

交通事故及び労
働災害等の発生
件数

0件 ０件 ０件 259 ６件 Ｃ

業務中における事故等の
発生を未然防止するため
の各種研修等を実施し、
結果として公務災害は０
件ですが車両事故が前年
度の件数を上回ってし
まった。しかしながら過
失割合が０％の事例が１
件、同２５％のものが１
件になっている。

10
職員の労働安
全管理事務

安全運転に関す
る研修会等の開
催

研修会等の開
催回数

年７回 年７回 259

10
職員の労働安
全管理事務

安全作業に関す
る研修会等の開
催

研修会等の開
催回数

年６回 年６回

10
職員の労働安
全管理事務

第２事業所安全
衛生委員会の開
催

委員会の開催
回数

年１２回 年１２回

10
職員の労働安
全管理事務

業務上における
事故等への対応
件数

交通事故の対
応件数

年０件 年６件

11 総

環境事業セン
ター維持管理
事業（業務担
当施設）

施設の劣化等の
予防保全など、
適切な維持管理
を行い、施設の
長寿命化を図
る。

職員

定
例
定
型

保守点検委託数 5件 5件 5件 22,872 ５件 Ａ

建築物や設備機器等の定
期点検を実施し、異常の
兆候が発見された箇所は
早期に措置をとるなど、
適切な維持管理に努め
た。

11

環境事業セン
ター維持管理
事業（業務担
当施設）

各種設備・機器
等の専門事業者
による点検

委託業務の数 ６業務 ６業務 22,872

11

環境事業セン
ター維持管理
事業（業務担
当施設）

職員による建物
維持管理の点検

点検実施の回
数

年２回 年２回



業務棚卸評価シート

（右側）
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基礎情報

事務事業

事務事業名
(第2次実施計画)

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

10 総
職員の労働安
全管理事務

10
職員の労働安
全管理事務

10
職員の労働安
全管理事務

10
職員の労働安
全管理事務

10
職員の労働安
全管理事務

11 総

環境事業セン
ター維持管理
事業（業務担
当施設）

11

環境事業セン
ター維持管理
事業（業務担
当施設）

11

環境事業セン
ター維持管理
事業（業務担
当施設）

1,712,367 1,712,367

環境事業センター

平成２７年度計画 広域連携に関する取組

従事者数
活動ごとの
予算額

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量 業
務
計
画

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

②
ニ
ー
ズ

①
目
的
達
成

広域
連携
の
実施

必要性

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

③
成
果

広域連携の
具体的な内

容

予
算
の
方
向
性

1.16 248 なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

安全運転に関す
る研修会等の開
催

研修会等の開
催回数

年７回 248
維
持

安全作業に関す
る研修会等の開
催

研修会等の開
催回数

年６回

予
算
な
し

第２事業所安全
衛生委員会の開
催

委員会の開催
回数

年１２回

予
算
な
し

業務上における
事故等への対応
件数

交通事故の対
応件数

年０件

予
算
な
し

0.5 18,832 なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

各種設備・機器
等の専門事業者
による点検

委託業務の数 ６業務 17,114
維
持

職員による建物
維持管理の点検

点検実施の回
数

年２回

予
算
な
し
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25年度 26年度 27年度 1,728,918 1,728,918

課かい名

施策目標

環境事業センター

ごみや資源物を効率的に収集・処理する

基礎情報 平成２６年度評価

事務事業

26年度
の取組
に対す
る評価

活動

活動指標の
名称

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に
対する取組の状況と

成果の分析

実績

業
務
計
画

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

名称

目標値
(第2次実施計画)

活動量・サービス量

実績値目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

11

環境事業セン
ター維持管理
事業（業務担
当施設）

12 総
リサイクル展
示室の運営事
業

大型ごみとして
回収した家具類
等を補修し、再
生したものを市
民に提供するこ
とにより、市民
の減量化、資源
化の意識向上を
図る。

市民

定
例
定
型

ﾘｻｲｸﾙ展示室出展
品数
（展示品数に対
する提供品数の
割合）

385点/年 385点/年
385点/年
（８０％）

1,456

業
務
計
画

385点/年 Ａ
再生家具類等は当初の目
標のとおり年間を通して
３８５点を市民へ展示し
た。

12
リサイクル展
示室の運営事
業

家具類等の補修
及び再生したも
のを市民に提供

市民への提供
点数

年 385点 年 385点 1,456

業
務
計
画

12
リサイクル展
示室の運営事
業

リサイクル展示
室の運営

展示室の開設
日数

年７７日 年７７日

業
務
計
画

12
リサイクル展
示室の運営事
業

リサイクル展示
品の有償化及び
広域利用の検討

検討会の開催 年１０回 年５回

業
務
計
画

13 総
ごみ焼却処理
施設の運転維
持管理業務

焼却施設の適正
な維持管理を行
い、市民の良好
な生活環境の維
持を図る。

市民
（市内
外）・
廃棄物
事業者

定
例
定
型

運転可能日数

(年間焼却処理
量)

３６０日

(56,244トン)

３６０日

(55,295トン)

３６１日 655,505

業
務
計
画

３６０日

(56,178
トン)

Ａ

保守点検等を適正に実施
し、異常の兆候が発見さ
れた個所は適切に処置す
ることにより、業務に支
障を来すことなく施設を
稼働することができた

13
ごみ焼却処理
施設の運転維
持管理業務

焼却施設の運転
管理業務委託

業務委託の日
数

年３６５日 年３６５日 209,174

業
務
計
画

13
ごみ焼却処理
施設の運転維
持管理業務

焼却施設の運転
維持管理委託事
業者への指導監
督

ヒアリングの
実施日数

年２５６日 年２５６日

業
務
計
画
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（右側）
16/32

基礎情報

事務事業

事務事業名
(第2次実施計画)

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

11

環境事業セン
ター維持管理
事業（業務担
当施設）

12 総
リサイクル展
示室の運営事
業

12
リサイクル展
示室の運営事
業

12
リサイクル展
示室の運営事
業

12
リサイクル展
示室の運営事
業

13 総
ごみ焼却処理
施設の運転維
持管理業務

13
ごみ焼却処理
施設の運転維
持管理業務

13
ごみ焼却処理
施設の運転維
持管理業務

1,712,367 1,712,367

環境事業センター

平成２７年度計画 広域連携に関する取組

従事者数
活動ごとの
予算額

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量 業
務
計
画

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

②
ニ
ー
ズ

①
目
的
達
成

広域
連携
の
実施

必要性

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

③
成
果

広域連携の
具体的な内

容

予
算
の
方
向
性

自家用給油所の
施設管理

燃料劣化を防
ぐための常時
備蓄量

70% 1,718
維
持

0.33 1,928

業
務
計
画

あり 可

寒川町は本事業
への取り組みが
なく、町民へ開
放により共同運
営する。

未 高 高 高 現状維持
維
持

家具類等の補修
及び再生したも
のを市民に提供

市民への提供
点数

年 385点 1,928

業
務
計
画

あり
⑤受益者負担
の適正化

２７年度
展示品の有料
化導入時期 27

展示品の有償提
供をすることで
リサイクル展示
室の施設運営経
費の自主財源を
確保します。

維
持

リサイクル品展
示室の運営

展示室の開設
日数

年７７日

業
務
計
画

予
算
な
し

リサイクル展示
品の有償化及び
広域利用の検討

検討会の開催 年１２回

業
務
計
画

予
算
な
し

1.37 694,860

業
務
計
画

なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

焼却施設の運転
管理業務委託

業務委託の日
数

年３６６日 209,823

業
務
計
画

維
持

焼却施設の運転
維持管理委託事
業者への指導監
督

ヒアリングの
実施日数

年２５９日

業
務
計
画

予
算
な
し
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25年度 26年度 27年度 1,728,918 1,728,918

課かい名

施策目標

環境事業センター

ごみや資源物を効率的に収集・処理する

基礎情報 平成２６年度評価

事務事業

26年度
の取組
に対す
る評価

活動

活動指標の
名称

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に
対する取組の状況と

成果の分析

実績

業
務
計
画

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

名称

目標値
(第2次実施計画)

活動量・サービス量

実績値目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

13
ごみ焼却処理
施設の運転維
持管理業務

各種設備・機器
の点検等業務委
託

委託業務の数 ４業務 ４業務 446,331

業
務
計
画

13
ごみ焼却処理
施設の運転維
持管理業務

売電電力の請求
業務

売電電力料の
請求

毎月１回 毎月１回

業
務
計
画

14 総
ごみ焼却処理
施設の修繕

法で定められた
技術上の基準に
適合し、安定し
て焼却できるよ
う機能の維持を
図る。

市民
（市内
外）・
廃棄物
事業者

政
策
稼働炉数 ３炉 ３炉 ３炉 52,812 ３炉 Ａ

定期修繕や保守点検結果
に基づく緊急修繕等を実
施することにより、焼却
施設３炉の健全な稼働を
確保することができた。

14
ごみ焼却処理
施設の修繕

次年度以降の修
繕計画の作成

計画作成の時
期

１０月 １０月

14
ごみ焼却処理
施設の修繕

焼却処理施設の
修繕の実施

ごみ受入計量
システム修繕
実施時期

２６年１０
月

２６年９月 52,812

15 総
ごみ焼却処理
施設の公害対
策業務

焼却施設の排ガ
ス等の監視をす
ることで、環境
負荷の低減や公
害の未然防止を
図る。

焼却施
設隣接
市民

定
例
定
型

測定回数
（排出基準達成
率）

排ガス6,水質
12,ごみ質4,焼
却灰12,DXN16

排ガス6,水質
12,ごみ質4,焼
却灰12,DXN16

排ガス6,水質
12,ごみ質4,焼
却灰12,DXN16
（100%）

4,875

排ガス6,
水質12,
ごみ質4,
焼却灰
12,DXN16

Ａ

各種測定を実施すること
により焼却施設の状況を
把握するとともに法令に
規定される規制の遵守を
確認し、公害の未然防止
を図った。

15
ごみ焼却処理
施設の公害対
策業務

排ガス、水質等
の測定

測定回数

排ガス6,水
質12,ごみ
質4,焼却灰
12,DXN16,
放射能8

排ガス6,水
質12,ごみ
質4,焼却灰
12,DXN16,
放射能8

4,617

15
ごみ焼却処理
施設の公害対
策業務

公害健康被害補
償に係る業務

汚染負荷量賦
課金の支出

年１回 年１回 258



業務棚卸評価シート

（右側）
18/32

基礎情報

事務事業

事務事業名
(第2次実施計画)

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

13
ごみ焼却処理
施設の運転維
持管理業務

13
ごみ焼却処理
施設の運転維
持管理業務

14 総
ごみ焼却処理
施設の修繕

14
ごみ焼却処理
施設の修繕

14
ごみ焼却処理
施設の修繕

15 総
ごみ焼却処理
施設の公害対
策業務

15
ごみ焼却処理
施設の公害対
策業務

15
ごみ焼却処理
施設の公害対
策業務

1,712,367 1,712,367

環境事業センター

平成２７年度計画 広域連携に関する取組

従事者数
活動ごとの
予算額

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量 業
務
計
画

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

②
ニ
ー
ズ

①
目
的
達
成

広域
連携
の
実施

必要性

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

③
成
果

広域連携の
具体的な内

容

予
算
の
方
向
性

各種設備・機器
の点検等業務委
託

委託業務の数 ５業務 485,037

業
務
計
画

維
持

売電電力の請求
業務

売電電力料の
請求

毎月１回

業
務
計
画

予
算
な
し

0.9 なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

次年度以降の修
繕計画の作成

計画作成の時
期

１０月

予
算
な
し

維
持

0.52 7,864 なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

排ガス、水質等
の測定

測定回数

排ガス6,水
質12,ごみ
質4,焼却灰
12,DXN16,
放射能8

7,364
維
持

公害健康被害補
償に係る業務

汚染負荷量賦
課金の支出

年１回 500
維
持



業務棚卸評価シート

（左側）
19/32

25年度 26年度 27年度 1,728,918 1,728,918

課かい名

施策目標

環境事業センター

ごみや資源物を効率的に収集・処理する

基礎情報 平成２６年度評価

事務事業

26年度
の取組
に対す
る評価

活動

活動指標の
名称

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に
対する取組の状況と

成果の分析

実績

業
務
計
画

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

名称

目標値
(第2次実施計画)

活動量・サービス量

実績値目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

16 総
焼却施設で使
用する車両等
の管理業務

業務に支障が出
ないよう、焼却
施設で使用する
車両等の管理を
行う。

市民
(市内)

定
例
定
型

運行可能車両

フォークリフ
ト１台

バキューム車
１台

フォークリフ
ト１台

バキューム車
１台

フォークリフ
ト１台

バキューム車
１台

117

フォーク
リフト１
台

バキュー
ム車１台

Ａ

特定自主検査及び職員に
よる日常の点検等によ
り、業務に支障のない車
両の整備状況を維持する
ことができた。

16
焼却施設で使
用する車両等
の管理業務

職員による車両
の点検・整備

点検・整備の
実施日数

年２５６日 年２５６日 32

16
焼却施設で使
用する車両等
の管理業務

車両の点検及び
整備の実施

対象車両の台
数

１台 １台 85

17 総
粗大ごみ処理
施設の運転維
持管理業務

粗大ごみ処理施
設の適正な管理
を行い、安定し
て処理のできる
機能の維持を図
る。

市民
(市内)
・廃棄
物事業
者

定
例
定
型

運転可能日数
(年間ごみ処理
量)

２０８日
(6,344トン)

２０８日
(6,306トン)

２０９日 40,275

業
務
計
画

２０８日
(4,886ト
ン)

Ａ

適正な保守点検や修繕を
実施することで粗大ごみ
処理施設の機能を維持
し、支障を来すことなく
施設を稼働することがで
きた。

17
粗大ごみ処理
施設の運転維
持管理業務

運転維持管理及
び処理困難物等
の処理

施設の運転日
数

年２０８日 年２０８日 29,128

業
務
計
画

17
粗大ごみ処理
施設の運転維
持管理業務

各種設備・機器
等の保守点検の
業務委託

委託業務の数 ２業務 ２業務 11,029

業
務
計
画

17
粗大ごみ処理
施設の運転維
持管理業務

不燃ごみ質の調
査

ごみ質測定の
実施

年１回 年１回 118

業
務
計
画

18 総
粗大ごみ処理
施設の修繕

粗大ごみ処理施
設の適正な管理
を行い、安定し
て処理のできる
機能の維持を図
る。

市民
（市内
外）・
廃棄物
事業者

政
策
運転可能日数
(処理施設数)

２０８日
(２施設)

２０８日
(２施設)

２０９日
(２施設)

43,200
２０８日
(２施設) Ａ

計画的な修繕を実施する
ことで粗大ごみ処理施設
の機能を維持し、支障を
来すことなく施設を稼働
することができた。

18
粗大ごみ処理
施設の修繕

各種設備・機器
等の修繕業務

施設修繕開始
時期

１１月 １１月 43,200



業務棚卸評価シート

（右側）
20/32

基礎情報

事務事業

事務事業名
(第2次実施計画)

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

16 総
焼却施設で使
用する車両等
の管理業務

16
焼却施設で使
用する車両等
の管理業務

16
焼却施設で使
用する車両等
の管理業務

17 総
粗大ごみ処理
施設の運転維
持管理業務

17
粗大ごみ処理
施設の運転維
持管理業務

17
粗大ごみ処理
施設の運転維
持管理業務

17
粗大ごみ処理
施設の運転維
持管理業務

18 総
粗大ごみ処理
施設の修繕

18
粗大ごみ処理
施設の修繕

1,712,367 1,712,367

環境事業センター

平成２７年度計画 広域連携に関する取組

従事者数
活動ごとの
予算額

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量 業
務
計
画

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

②
ニ
ー
ズ

①
目
的
達
成

広域
連携
の
実施

必要性

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

③
成
果

広域連携の
具体的な内

容

予
算
の
方
向
性

0.25 664 なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

職員による車両
の点検・整備

点検・整備の
実施日数

年２５９日 57
維
持

車両の点検及び
整備の実施

対象車両の台
数

１台 607
維
持

7.58 40,565

業
務
計
画

なし 不可 未 高 高 高 拡大
増
や
す

運転維持管理及
び処理困難物等
の処理

施設の運転日
数

年２０７日 28,749

業
務
計
画

増
や
す

各種設備・機器
等の保守点検の
業務委託

委託業務の数 ２業務 11,546

業
務
計
画

維
持

不燃ごみ質の調
査

ごみ質測定の
実施

年１回 270

業
務
計
画

維
持

0.25 37,898 なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

各種設備・機器
等の修繕業務

施設修繕開始
時期

１１月 37,898
維
持



業務棚卸評価シート

（左側）
21/32

25年度 26年度 27年度 1,728,918 1,728,918

課かい名

施策目標

環境事業センター

ごみや資源物を効率的に収集・処理する

基礎情報 平成２６年度評価

事務事業

26年度
の取組
に対す
る評価

活動

活動指標の
名称

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に
対する取組の状況と

成果の分析

実績

業
務
計
画

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

名称

目標値
(第2次実施計画)

活動量・サービス量

実績値目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

19 総

粗大ごみ処理
施設で使用す
る車両・重機
の管理業務

粗大ごみ処理施
設で使用する車
両・重機の管理
を行う。

市民
(市内)

定
例
定
型

運行可能車両

ホイルロー
ダー２台、ペ
ンチャー１
台、４トン車
４台

ホイルロー
ダー２台、ペ
ンチャー１
台、４トン車
４台

ホイルロー
ダー２台、ペ
ンチャー１
台、４トン車
４台

5,944

ホイル
ローダー
２台、ペ
ンチャー
１台、４
トン車４
台

Ａ

重機については、特定自
主検査を受け、４ｔ車に
ついては法定点検や車検
を受けることにより、適
正な維持管理に努めた。

19

粗大ごみ処理
施設で使用す
る車両・重機
の管理業務

職員による車
両・重機の点
検・整備

点検・整備の
実施日数

年２５６日 年２５６日 2,736

19

粗大ごみ処理
施設で使用す
る車両・重機
の管理業務

車両・重機の法
定点検及び整備

車検対象車両
の台数

４台 ４台 3,208

20 総
最終処分場の
維持管理業務

法に定められた
技術上の基準に
適合する管理を
行い、最終処分
場機能の適正な
維持を図る。

市民
(市内)

定
例
定
型

運転可能日数 ３６５日 ３６５日 ３６５日 151,916

業
務
計
画

３６５日 Ａ

適正な保守点検や修繕を
実施することで粗大ごみ
処理施設の機能を維持
し、支障を来すことなく
施設を稼働することがで
きた。

20
最終処分場の
維持管理業務

職員による堤十
二天最終処分場
の維持管理(焼却
残さの搬入、覆
土等)

処分場での作
業日数

年２５６日 年２５６日 2,554

業
務
計
画

20
最終処分場の
維持管理業務

浸出水処理施設
の運転管理業務
委託

浸出水処理施
設の運転管理
日数

年３６５日 年３６５日 67,333

業
務
計
画

20
最終処分場の
維持管理業務

焼却残さ埋立処
理業務委託

残さ埋立運搬
処理量

年１,３０
０ｔ

年１，４１
８．７ｔ

45,200

業
務
計
画

20
最終処分場の
維持管理業務

堤・堤十二天処
分場の土地賃貸
契約業務

契約締結所有
者数

１６名 １６名 30,752

業
務
計
画



業務棚卸評価シート

（右側）
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基礎情報

事務事業

事務事業名
(第2次実施計画)

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

19 総

粗大ごみ処理
施設で使用す
る車両・重機
の管理業務

19

粗大ごみ処理
施設で使用す
る車両・重機
の管理業務

19

粗大ごみ処理
施設で使用す
る車両・重機
の管理業務

20 総
最終処分場の
維持管理業務

20
最終処分場の
維持管理業務

20
最終処分場の
維持管理業務

20
最終処分場の
維持管理業務

20
最終処分場の
維持管理業務

1,712,367 1,712,367

環境事業センター

平成２７年度計画 広域連携に関する取組

従事者数
活動ごとの
予算額

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量 業
務
計
画

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

②
ニ
ー
ズ

①
目
的
達
成

広域
連携
の
実施

必要性

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

③
成
果

広域連携の
具体的な内

容

予
算
の
方
向
性

0.25 10,363 なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

職員による車
両・重機の点
検・整備

点検・整備の
実施日数

年２５９日 3,774
維
持

車両・重機の法
定点検及び整備

車検対象車両
の台数

４台 6,589
維
持

4.51 149,470

業
務
計
画

なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

職員による堤十
二天最終処分場
の維持管理(焼却
残さの搬入、覆
土等)

処分場での作
業日数

年２５９日 3,652

業
務
計
画

維
持

浸出水処理施設
の運転管理業務
委託

浸出水処理施
設の運転管理
日数

年３６６日 66,248

業
務
計
画

維
持

焼却残さ埋立処
理業務委託

残さ埋立運搬
処理量

年１,３０
０ｔ

41,418

業
務
計
画

維
持

堤・堤十二天処
分場の土地賃貸
契約業務

契約締結所有
者数

１６名 31,853

業
務
計
画

維
持



業務棚卸評価シート

（左側）
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25年度 26年度 27年度 1,728,918 1,728,918

課かい名

施策目標

環境事業センター

ごみや資源物を効率的に収集・処理する

基礎情報 平成２６年度評価

事務事業

26年度
の取組
に対す
る評価

活動

活動指標の
名称

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に
対する取組の状況と

成果の分析

実績

業
務
計
画

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

名称

目標値
(第2次実施計画)

活動量・サービス量

実績値目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

20
最終処分場の
維持管理業務

芹沢第３処分地
の土地賃貸契約

契約締結所有
者数

４名 ４名 5,667

業
務
計
画

20
最終処分場の
維持管理業務

芹沢第３処分地
の維持管理業務
委託

除草の委託 年４回 年４回 410

業
務
計
画

21 総
最終処分場の
公害対策業務

最終処分場の排
水等の監視をす
ることで、環境
負荷の低減や公
害の未然防止を
図る。

市民
(市内)

定
例
定
型

測定回数
（排出基準達成
率）

排水１２回
ガス１２回
DXN３０回
地下水１２回

排水１２回
ガス１２回
DXN３０回
地下水１２回

排水１２回
ガス１２回
DXN３０回
地下水１２回
（100%）

11,940

排水１２
回

ガス１２
回

DXN３０
回

地下水１
２回

Ａ

各種測定を実施すること
により施設の状況を把握
するとともに法令に規定
される規制の遵守を確認
し、公害の未然防止を
図った。

21
最終処分場の
公害対策業務

堤及び堤十二天
最終処分場の排
水等の測定・調
査

測定回数

排水１２回
ガス１２回
DXN３０回
地下水１２
回

排水１２回
ガス１２回
DXN３０回
地下水１２
回

6,724

21
最終処分場の
公害対策業務

処分場周辺の井
戸の水質等の測
定・調査

測定回数 年１２回 年１２回 5,216

22 総

最終処分場で
使用する車
両・重機の管
理業務

最終処分場で使
用する車両・重
機の管理を行
う。

市民
(市内)

定
例
定
型

運行可能車両

灰運搬車２
台、バック
ホー２台、ブ
ルドーザー１
台

灰運搬車２
台、バック
ホー２台

灰運搬車２
台、バック
ホー２台

6,689

灰運搬車
２台、
バック
ホー２台

Ａ

重機については、特定自
主検査を受け、灰運搬車
については法定点検や車
検を受けることにより、
適正な維持管理に努め
た。

22

最終処分場で
使用する車
両・重機の管
理業務

職員による車
両・重機の点
検・整備

点検・整備の
実施日数

年２５６日 年２５６日 2,175

22

最終処分場で
使用する車
両・重機の管
理業務

車両・重機の法
定点検及び整備

車検対象車両
の台数

３台 ３台 518



業務棚卸評価シート

（右側）
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基礎情報

事務事業

事務事業名
(第2次実施計画)

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

20
最終処分場の
維持管理業務

20
最終処分場の
維持管理業務

21 総
最終処分場の
公害対策業務

21
最終処分場の
公害対策業務

21
最終処分場の
公害対策業務

22 総

最終処分場で
使用する車
両・重機の管
理業務

22

最終処分場で
使用する車
両・重機の管
理業務

22

最終処分場で
使用する車
両・重機の管
理業務

1,712,367 1,712,367

環境事業センター

平成２７年度計画 広域連携に関する取組

従事者数
活動ごとの
予算額

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量 業
務
計
画

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

②
ニ
ー
ズ

①
目
的
達
成

広域
連携
の
実施

必要性

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

③
成
果

広域連携の
具体的な内

容

予
算
の
方
向
性

芹沢第３処分地
の土地賃貸契約

契約締結所有
者数

４名 5,759

業
務
計
画

維
持

芹沢第３処分地
の維持管理業務
委託

除草の委託 年４回 540

業
務
計
画

維
持

0.35 14,826 なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

堤及び堤十二天
最終処分場の排
水等の測定・調
査

測定回数

排水１２回
ガス１２回
DXN３０回
地下水１２
回

8,346
維
持

処分場周辺の井
戸の水質等の測
定・調査

測定回数 年１２回 6,480
維
持

0.28 9,239 なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

職員による車
両・重機の点
検・整備

点検・整備の
実施日数

年２５９日 3,245
維
持

車両・重機の法
定点検及び整備

車検対象車両
の台数

３台 1,674
維
持



業務棚卸評価シート

（左側）
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25年度 26年度 27年度 1,728,918 1,728,918

課かい名

施策目標

環境事業センター

ごみや資源物を効率的に収集・処理する

基礎情報 平成２６年度評価

事務事業

26年度
の取組
に対す
る評価

活動

活動指標の
名称

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に
対する取組の状況と

成果の分析

実績

業
務
計
画

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

名称

目標値
(第2次実施計画)

活動量・サービス量

実績値目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

22

最終処分場で
使用する車
両・重機の管
理業務

最終処分場で使
用する重機の借
上

借上げ台数及
び期間

２台

１年間

２台

１年間
3,996

23 総
焼却灰等有効
利用事業

焼却残さの再資
源化をはかるた
め、溶融等の処
理を行い、資源
循環型社会の形
成に努める。

市民
政
策
再資源処理量 1050トン 1100トン 1150トン 51,962

１，０８
９トン Ａ

焼却残さの溶融処理
（889ﾄﾝ）、焼成処理
（153ﾄﾝ）、セメント化
（47ﾄﾝ）を実施し、再資
源化の推進を図った。

23
焼却灰等有効
利用事業

焼却残さ溶融処
理の業務委託

再資源化処理
量

年１，１０
０ｔ

年１，０８
９．７８ｔ

51,962

24 総
広域処理に伴
うごみの搬入
業務

ごみ処理の広域
化を図ることに
より、効率的、
かつ安全・安定
的なごみ処理を
確立する。

市民
(市内)
・廃棄
物事業
者

政
策

町民、町内事業
者受入件数
（受入対応日
数）

7,300件 7,300件
10,000件

（２８１日）
11,385

業
務
計
画

７１０２
件 Ａ

寒川町民及び町内事業者
による受入件数は目標値
を若干下回ったが、適正
な処理をすることができ
た。

24
広域処理に伴
うごみの搬入
業務

市民・市内事業
者によるごみの
直接搬入の受入
及び手数料の賦
課・徴収

ごみの受入対
応日数

年２７９日 年２８０日

業
務
計
画

24
広域処理に伴
うごみの搬入
業務

一般廃棄物収集
運搬許可業者の
搬入ごみの検
査・指導

検査の実施回
数

年１２回 年１２回

業
務
計
画

24
広域処理に伴
うごみの搬入
業務

寒川町の収集運
搬許可業者・町
民・事業者によ
るごみの受入及
び手数料の賦
課・徴収

ごみの受入対
応日数

年２７９日 年２８０日 11,385

業
務
計
画

24
広域処理に伴
うごみの搬入
業務

ごみの受け入れ
方法及び一般廃
棄物処理手数料
の見直しの検討

検討会議の開
催

年１０回 年６回

業
務
計
画



業務棚卸評価シート

（右側）
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基礎情報

事務事業

事務事業名
(第2次実施計画)

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

22

最終処分場で
使用する車
両・重機の管
理業務

23 総
焼却灰等有効
利用事業

23
焼却灰等有効
利用事業

24 総
広域処理に伴
うごみの搬入
業務

24
広域処理に伴
うごみの搬入
業務

24
広域処理に伴
うごみの搬入
業務

24
広域処理に伴
うごみの搬入
業務

24
広域処理に伴
うごみの搬入
業務

1,712,367 1,712,367

環境事業センター

平成２７年度計画 広域連携に関する取組

従事者数
活動ごとの
予算額

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量 業
務
計
画

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

②
ニ
ー
ズ

①
目
的
達
成

広域
連携
の
実施

必要性

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

③
成
果

広域連携の
具体的な内

容

予
算
の
方
向
性

最終処分場で使
用する重機の借
上

借上げ台数及
び期間

２台

１年間
4,320

維
持

0.35 54,775 なし 不可 未 高 高 高 拡大
増
や
す

焼却残さ溶融処
理の業務委託

再資源化処理
量

年１，１５
０ｔ

54,775
増
や
す

13.65 15,785

業
務
計
画

あり 済

寒川町とは可燃
ごみに関する広
域連携を行って
いるが、平成２
７年度より不燃
ごみ受入も実施
する。

未 高 高 高 現状維持
維
持

市民・市内事業
者によるごみの
直接搬入の受入
及び手数料の賦
課・徴収

ごみの受入対
応日数

年２８１日

業
務
計
画

あり
⑤受益者負担
の適正化

２６年度

適正なごみの
受入体制、料
金体系の確立
時期

26

平成２７年度か
ら寒川町の不燃
性ごみの受入計
画があり、受入
方法や手数料等
の検討を行う。

予
算
な
し

一般廃棄物収集
運搬許可業者の
搬入ごみの検
査・指導

検査の実施回
数

年１２回

業
務
計
画

予
算
な
し

寒川町の収集運
搬許可業者・町
民・事業者によ
るごみの受入及
び手数料の賦
課・徴収

ごみの受入対
応日数

年２８１日 15,785

業
務
計
画

維
持

一般廃棄物処理
手数料の見直し

検討会議の開
催

年１０回

業
務
計
画

予
算
な
し



業務棚卸評価シート
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25年度 26年度 27年度 1,728,918 1,728,918

課かい名

施策目標

環境事業センター

ごみや資源物を効率的に収集・処理する

基礎情報 平成２６年度評価

事務事業

26年度
の取組
に対す
る評価

活動

活動指標の
名称

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に
対する取組の状況と

成果の分析

実績

業
務
計
画

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

名称

目標値
(第2次実施計画)

活動量・サービス量

実績値目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

25 総

環境事業セン
ターの維持管
理事業（管理
担当施設）

施設・機器につ
いて定期的な保
守点検や維持管
理を行い、安全
安心な職場環境
を保持する。

職員

定
例
定
型

適正に処理した
割合（職員及び
委託による維持
管理活動率）

１００％ １００％ １００％ 29,434

目標値の
100％を
達成して
いる

Ａ

建築物や設備機器等の定
期的点検を実施し、異常
の兆候が発見された箇所
は早期に措置をとるな
ど、適切な維持管理に努
めた。

25

環境事業セン
ターの維持管
理事業（管理
担当施設）

各種設備・機器
等の点検及び施
設内の維持管理

委託業務の数 ７業務 ８業務 29,434

25

環境事業セン
ターの維持管
理事業（管理
担当施設）

職員による建物
維持管理の点検

点検実施の回
数

年２回 年２回

26 総
講習会等関連
事務

機器等の維持管
理のため、従事
職員の専門的知
識、技能及び技
術力を維持・向
上させる。

職員

定
例
定
型

講習会等の参加
回数

５回 ５回 ５回 302 ９回 Ａ

技術者講習会等に参加
し、業務遂行上、必要と
される知識・技能を習得
し、業務の執行に活かし
た。

26
講習会等関連
事務

各種技術者講習
会等への参加

講習会の参加
回数

５回 ９回 302

27 総

廃棄物の一時
保管及び処理
委託に係る業
務

法令に基づき処
理が完了するま
で、ＰＣＢ廃棄
物を適正に保管
管理する。

市の施
設

政
策
PCB廃棄物の状況 保管 保管 保管   保管 Ａ

ＰＣＢ廃棄物を年間を通
して適正に保管管理する
とともに、法に基づく保
管状況の届出について
も、６月に県へ提出し
た。

27

廃棄物の一時
保管及び処理
委託に係る業
務

ＰＣＢ措置法に
基づく保管管理

保管状況の届
出の期日

６月 ６月

28 総
ごみ処理車両
購入事業

ごみ処理等に支
障が出ないよう
老朽化の激しい
車両及び重機に
ついて、計画的
に更新する。

市民・
職員

政
策
更新台数 ０台 ２台 １台 12,226 ２台 Ａ

ごみ処理等に支障が生じ
ないよう、老朽化の進ん
だ灰運搬車（４ｔ車）及
びフォークリフトの更新
を行った。

28
ごみ処理車両
購入事業

車両購入計画の
作成

計画作成の時
期

９月 ９月



業務棚卸評価シート

（右側）
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基礎情報

事務事業

事務事業名
(第2次実施計画)

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

25 総

環境事業セン
ターの維持管
理事業（管理
担当施設）

25

環境事業セン
ターの維持管
理事業（管理
担当施設）

25

環境事業セン
ターの維持管
理事業（管理
担当施設）

26 総
講習会等関連
事務

26
講習会等関連
事務

27 総

廃棄物の一時
保管及び処理
委託に係る業
務

27

廃棄物の一時
保管及び処理
委託に係る業
務

28 総
ごみ処理車両
購入事業

28
ごみ処理車両
購入事業

1,712,367 1,712,367

環境事業センター

平成２７年度計画 広域連携に関する取組

従事者数
活動ごとの
予算額

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量 業
務
計
画

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

②
ニ
ー
ズ

①
目
的
達
成

広域
連携
の
実施

必要性

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

③
成
果

広域連携の
具体的な内

容

予
算
の
方
向
性

0.69 11,179 あり 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

各種設備・機器
等の点検及び施
設内の維持管理

委託業務の数 ７業務 11,179 あり
⑥市役所の変
革

２５年度
施設維持管理
に係る現状の
契約の見直し

25

施設維持管理に
伴い,３件の委
託契約を長期継
続契約に変更す
る。

維
持

職員による建物
維持管理の点検

点検実施の回
数

年２回

予
算
な
し

0.24 484 なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

各種技術者講習
会等への参加

講習会の参加
回数

５回 484
維
持

0.07 なし 不可 未 高 高 高 現状維持

予
算
な
し

ＰＣＢ措置法に
基づく保管管理

保管状況の届
出の期日

６月

予
算
な
し

0.04 なし 不可 未 高 高 高 現状維持
増
や
す

車両購入計画の
作成

計画作成の時
期

９月

予
算
な
し
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25年度 26年度 27年度 1,728,918 1,728,918

課かい名

施策目標

環境事業センター

ごみや資源物を効率的に収集・処理する

基礎情報 平成２６年度評価

事務事業

26年度
の取組
に対す
る評価

活動

活動指標の
名称

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に
対する取組の状況と

成果の分析

実績

業
務
計
画

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

名称

目標値
(第2次実施計画)

活動量・サービス量

実績値目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

28
ごみ処理車両
購入事業

灰運搬車の購入 購入台数 １台 １台 10,746

28
ごみ処理車両
購入事業

フォークリフト
の購入

購入台数 １台 １台 1,480

29 総
最終処分場の
災害時運転管
理

災害発生時の最
終処分場の水処
理施設の安定的
な運転を確保す
る。

市民
政
策
計画の進捗状況

現状調査、想
定被害検討

非常時対応手
法の検討

非常時対応手
法の確立

非常時対
応手法の
検討

Ａ

災害時における想定被害
に対し施設の安定的運転
に向けた検討が終了し
た。次年度は検討結果を
施設へ反映させ、確立さ
せる。

29
最終処分場の
災害時運転管
理

災害時のインフ
ラ想定被害の検
討及び非常時対
応手法の検討調
査

非常時対応手
法の検討等の
時期

１０月 １０月

30 総
焼却灰等の放
射能測定

最終処分場を適
正に維持管理
し、処分場周辺
の公害防止の観
点から、放射能
測定を行う。

市民・
職員

政
策
測定回数 4回 4回 4回 119

年４回測
定 Ａ

焼却灰等の放射能を測定
するとともに最終処分場
等における空間放射線量
も測定し、基準以内であ
ることを確認した。

30
焼却灰等の放
射能測定

放射能の測定調
査

測定の実施回
数

年４回 年４回 119

888 総
災害応急対策
活動

茅ヶ崎市災害対
策本部運営ﾏﾆｭｱ
ﾙ、環境部応急対
策活動ﾏﾆｭｱﾙによ
る災害時の応急
活動の実施。

市民・
職員

888
災害応急対策
活動

応急対策活動マ
ニュアルの充実

マニュアルの
見直し

２６年４
月、10月

２６年４
月、10月

888
災害応急対策
活動

応急対策業務の
実施手順の検証

行動手順書の
見直し

２６年４
月、10月

２６年４
月、10月



業務棚卸評価シート

（右側）
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基礎情報

事務事業

事務事業名
(第2次実施計画)

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

28
ごみ処理車両
購入事業

28
ごみ処理車両
購入事業

29 総
最終処分場の
災害時運転管
理

29
最終処分場の
災害時運転管
理

30 総
焼却灰等の放
射能測定

30
焼却灰等の放
射能測定

888 総
災害応急対策
活動

888
災害応急対策
活動

888
災害応急対策
活動

1,712,367 1,712,367

環境事業センター

平成２７年度計画 広域連携に関する取組

従事者数
活動ごとの
予算額

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量 業
務
計
画

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

②
ニ
ー
ズ

①
目
的
達
成

広域
連携
の
実施

必要性

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

③
成
果

広域連携の
具体的な内

容

予
算
の
方
向
性

増
や
す

予
算
な
し

0.03 なし 不可 未 高 高 高 現状維持

予
算
な
し

災害時のインフ
ラ被害等による
非常時対応手法
の確立

非常時対応手
法確立等の時
期

１０月

予
算
な
し

0.05 203 なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

放射能の測定調
査

測定の実施回
数

年４回 203
維
持

0.33

応急対策活動マ
ニュアルの充実

マニュアルの
見直し

２７年４
月、10月

応急対策業務の
実施手順の検証

行動手順書の
見直し

２７年４
月、10月



業務棚卸評価シート

（左側）
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25年度 26年度 27年度 1,728,918 1,728,918

課かい名

施策目標

環境事業センター

ごみや資源物を効率的に収集・処理する

基礎情報 平成２６年度評価

事務事業

26年度
の取組
に対す
る評価

活動

活動指標の
名称

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に
対する取組の状況と

成果の分析

実績

業
務
計
画

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

名称

目標値
(第2次実施計画)

活動量・サービス量

実績値目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

対
象
（
顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

888
災害応急対策
活動

所属職員の応急
対策業務の実施
手順の習熟

所属内での訓
練・研修実施

１回 １回

888
災害応急対策
活動

統括調整部衛
生・災害廃棄物
班の応急対策活
動の習熟

統括調整部衛
生・災害廃棄
物班での訓
練・研修等の
実施

６回 ４回

888
災害応急対策
活動

関係機関との連
携強化

災害時の対応
についての協
議
（資源分別回
収協同組合と
の協定締結の
協議）

６回 ６回

888 総
庁内共通事務
（業務担当）

7,162 7,162

888 総
庁内共通事務
(管理担当）

3,484 3,484



業務棚卸評価シート

（右側）
32/32

基礎情報

事務事業

事務事業名
(第2次実施計画)

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

888
災害応急対策
活動

888
災害応急対策
活動

888
災害応急対策
活動

888 総
庁内共通事務
（業務担当）

888 総
庁内共通事務
(管理担当）

1,712,367 1,712,367

環境事業センター

平成２７年度計画 広域連携に関する取組

従事者数
活動ごとの
予算額

活動

活動指標の
名称

目標値
活動

活動量・サービス量 業
務
計
画

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

具体的な
改善内容

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

②
ニ
ー
ズ

①
目
的
達
成

広域
連携
の
実施

必要性

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性

③
成
果

広域連携の
具体的な内

容

予
算
の
方
向
性

所属職員の応急
対策業務の実施
手順の習熟

所属内での訓
練・研修実施

１回

統括調整部衛
生・災害廃棄物
班の応急対策活
動の習熟

統括調整部衛
生・災害廃棄
物班での訓
練・研修等の
実施

４回

関係機関との連
携強化

災害時の対応
についての協
議
（資源分別回
収協同組合と
の協定締結の
協議）

６回

0.51 7,644 7,644 なし 不可
維
持

0.78 3,623 3,623 なし 不可
維
持


